
第56回介護給付章分科会において委員から求めがあった資料  

介護福祉士資格取得課程及び介護職員基礎研修の概要  

介護福祉士の資格取得課程  

（養成施設ルート実務経験ルート）の概要  
介護職員基礎研修（500時間）の概要  

養成施設ルート 実務経験ルート  
1，800時間の課程600時間の課程  

形態   教育内容   
授業  

時間数   

生活支援の理念と介護における尊厳の理解   30  

老人、障害者等が活用する制度及びサービスの理解・   30  

老人、障害者等の疾病、障害等に関する理解   30  

認知症の理解   30  

介護におけるコミュニケーションと介護技術   90  

講  

義  
生活支援と家事援助技術   30  

医療及び看護を提供する者との連携   30  

介護における社会福祉援助技術   30  

生活支援のためのアセスメントと計画   30  

介護職員の倫理と職務   30  

小計   360   

事前演習   8  

施設・居住型実習   80  

通所・小規模型実習   

実  
合わせて40  

習  
訪問介護実習  

地域の社会資源実習   4  

事後演習   8  

小計   140   

合 計  500  

教育内容   
授業  授業  
時間数  時間数   
30以上   

30以上  

人  芸の志  人間の尊厳と自立  60以上   15  

間  
と  60以上   30  

社 四  
コ＝  小計   60以上   30  

※上記必修科目のほか、選択科目  

小 計  240   45   

介護の基本  180   90  

コミュニケーション技術  60   30  

生活支援技術  300   90  
介  
護  

介護過程  150   90  

介護総合演習  120  

介護実習  450  

小 計  1260   300   

発達と老化の理解   60   45  

ろ  認知症の理解   60   60  

と  
か  
ら  障害の理解   60   60  

だ  
の  
し  

こころとからだのしくみ   120   90  

み  

小 計   300   255   

合 計  1800   600  



参考資料3  第57回（H20．10．30）   

【参考】  

社会保障国民会議における検討に資するために行う  

医療■介護費用のシミュレーション  

平成20年10月23日 社会保障国民会議  

サービス保障（医療・介護・福祉）分科会提出資料より抜粋   



（9月9日 第7回社会保障国民会議第二分科会資料より（一部補足））  

シミュレーション実施に当たっての基本的考え方  

○医療・介護サービスの将来像を試算することは、多くの要素が複雑にからむことから大変困難ではあるが、  
今後の国民的議論に資するため、需要、サービス提供、単位費用（単価）の伸びのそれぞれについて、太塵   
な仮定をおいて、シミュレーションを行う。   

○医療・介護の将来需要（ニーズ）については、現在の疾病・要介護状態の発生状況を基礎として今後の高齢   
化の進展を見込んで計算し、これを基本需要推計（現状需要推計）とする。ただし、  

・現状は、医療・介護ニーズに対して適切なサービス提供がなされていない（ニーズとサービスのミスマッチが   

生じている）ことから、一方で過剰需要（供給誘発需要）が生じ、他方で必要なサービスが提供されないなど、   

全体として非効率な利用状況となっている。   
したがって、今後、ニーズに対し適切かつ効率的なサービスが提供されれば、入院から在宅への転換など、   
需要全体の姿も変化すると考えられる。これについては、望ましい提供体制像とともに、改革シナリオとして   
示すこととする。  

・予防について取り組みが進めば、需要総量そのものを一定程度コントロールできる可能性がある。これに   
ついては、一定水準の予防効果を織り込むこととし、さらに取り組みが進んだ場合についてオプションシミュ   

レーションとして示す。   

○医療・介護サービス提供体制については、以下に示す複数のシミュレーションを行う。   

・現在のサービス提供体制を前提として、単純に基本需要推計に対応する提供量をいったん計算し、これを   
シミュレーションA（現状投影シナリオ）とする。   

・これに対して、サービス提供体制について選択と集中等による改革を図ることを想定し、これをシミュレー   
ションB（改革シナリオ）とする。改革シナリオについては、前提により複数のシナリオを示す（それぞれBl、   
B2、B3）。   

・改革シナリオにおいては、この提供体制の改革により生じる単価の変化も併せて見込む。   



○今後のサービスの単位費用（1治療等当たりの単価）の伸びについては、経済成長との関係が見られること、   
医療技術進歩による伸びが大きいこと、等の研究成果が出されていることを踏まえ、以下の二つの仮定  

（ケース）を置いてシミュレーションを行う。  

・ケース①：医療費の伸びの主な要因ごとに一定の仮定をおいた伸び率を使用。（効率化要因についても  

ー定の仮定をおいて織り込む）  

・ケース②  国際的にみて、医療費と経済の間に一定の関連性が見られることから、医療真の伸びを経済  
成長率との関係で分析し、経済成長率に対応した一定の伸び率を仮定して使用  

○サービス提供体制の改革には、人材養成等、一定の時間がかかること、また中長期的なシミュレーションが求  
められていることから、2025年までのシミュレーションを行う。  

○賃金上昇率、物価等の経済前提については、複数の前提を置く。（本国民会議の公的年金制度に関する定量   
的なシミュレーションの際の経済前提と同じ前提を置く。）  

○なお、人的・物的基盤整備に係る費用（ストック責用）については、基本的には単価に反映され、個別の計算   

は困難であるため、今回は行わない。  

○さらに、オプションとして、以下のシミュレーションを行う。  

・オプション（1）医療・介護予防がシミュレーションB（改革シナリオ）に織り込んだ水準よりもさらに進んだ場合   

■オプション（2）介護職員の人件費水準を一律に引き上げた場合  
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医療・介護サービス費用のシミュレーションのイメージ  

（1）シミュレTションA（現状投影シナリフH  

（現状の年齢階級恥サービス類型別利用状況がそのまま続いたとした場合の機械的計算   

→現状の医療・介護のサービス提供に関する問題点が解決されないまま今後も堆移していくシナリオ）  

現状の施設や在宅  

などの車用（単価）  
単価等の伸び  

（経済成長■技術進歩等を反映）  （高齢化による需要増を反映）  

【前提】  

需要：病床ごとの入院、外来・在宅医療、介護施設や居住系サービス、在宅介護サービス等  
について、仮に、現状の年齢階級別利用状況が続いたとした場合を仮定  

供給＝上記のように仮定した需要に見合うよう、現状と同水準で各サービスの供給が行われ  
るとした場合を仮定  

単価‥現在の各サービスにおける単位当たり費用（例えば入院1日当たり車用）が続くとした  

場合を仮定  

→ 現状の医療・介護のサービス提供に関する問題点（不明確な機能分化、手薄な人員配置、ニーズに  
対応したサービス供給の不足等）が解決されず、効率化もなされないまま今後も推移していくこととなる   
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（2）迦ニションB（改革シナリオ）   

（選択と集中～あるべき姿を踏まえたシミュレーション）  

医療■介護の需要と供給   

【需要】   
【供給】  

疾病・状態像にふさわしい  
医療・介護を提供するた  

状態像に応じた受けるべき   

サ→ビス需要を見込む   
めのサービス提供体制の  

改革・整備   

選択と集中により  

重点化■合理化  

された貴用（単価）  

単価等の伸び  

（高齢化による需要増、改革を反映）  （経済成長・技術進歩等、  

効率化要素を反映）   

※ 医療・介護サービス提供体制の改革に関して、Bl、B2、B3の3通りの改革シナリオを想定   

【前提】  

需要：急性期の重点化、在宅医療や介護の強化など、各種サービス提供体制の改革を前提と  
して、疾病や状態像にふさわしい医療・介護のサービスを受けたとした場合における、  

各サービスごとの利用の見込み  
※ 医療・介護サービスの質向上・効率化プログラム（平成19年5月 厚生労働省）における取組（予防重視の観点  

やサービスの質向上■効率化の観点）を踏まえて需要を設定  

供給：疾病や状態像にふさわしい医療・介護を適用することができるようなサービス提供体制の  

改革・整備が行われることを仮定  

単価：急性期病床における人員配置の重点化など、各サービス提供体制の改革を踏まえた各  

サービスの単位当たり費用を仮定  
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医療・介護提供体制の現状と将来像（イメージ図）  

現状：病床機能の未分化、ニーズに応じた供給の不足  
r
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選択と集中による  

重点化一集中化  
選択と集中、機能分イヒと連携ネットワーク、居住系施設・在宅の一層の充実  

将宋俊一二選択と集中、機能分化争ネットワーク、居住系施設・在宅の一層の充実   
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経済前提：社会保障国民会議における検討に資するために行う公的年金制度に   

関する定量的なシミュレーション（平成20年5月）における経済前提と同じ  

※ 名目成長率は、2007年度2．2％、2008年度2．8％、2009年度3．3％、2010年度3．7％、2011年度3．9％、2012年度以降は   

賃金上昇率マイナス0．5％ポイントを仮定。   

足下の経済前提については、2007年1月「進路と戦略」内閣府試算を用い、  

2012年度以降の長期の前提は、以下の4とおりとする。  

足下の前提  

2006   2007   2008   2009   2010   2011   

物価上昇率   0．3％   0．5％   1．2％   1．7％   1．9％   1．9％   

賃金上昇率   0．0％   2．5％   3．0％   3．5％   3．8％   4．1％   

運用利回リ   1．7％   2．4％   3．0％   3．7％   4．1％   4．4％   

2012年度以降の長期の前提  
ケースⅠ－1   ケースト2   ケースⅡ－1   ケースⅡ－2   

物価上昇率   1．6％   1．1％   1．0％   1．0％   

賃金上昇率   3．7％   2．6％   2．5％   2．1％   

運用利回り   4．9％   4．0％   4．1％   3．2％   

（注）ケースⅠ－1及びケースト2は、平成19年10月17日の経済財政諮問会議に示された「給付と負担の   
選択肢について」の試算における成長ケース及び制約ケースの前提、ケースⅡ－1及びケースⅡ－2は、   
「人口の変化等を踏まえた年金財政への影響（暫定試算）：平成19年2月（厚生労働省年金局）」   

における基本ケース及び参考ケースの前提をそれぞれ踏まえたもの。  

6   



シミュレーションの内容  

ⅠシミュレーションA（現状投影シナリオ）及びシミュレーションB（改革シナリオ）  

（医療・介護サービスの需要や供給、経済前提や単価等の伸びについての各種前提のもとでの   
平成37（2025）年における医療一介護サービス費用等のシミュレーション）   

※各シミュレーションの手順と詳細は解説編「サービス提供体制改革の考え方」P15～の「シミュレーションの手順と詳細」を参照  

（1）医療・介言蔓サービスの需要と供給（一日当たり利用者数等）のシミュレーション  

（2）入院■施設・居住系サービス基盤（利用者を支えるベッド数■定員数等）のシミュレーション  

（附）医療／介護・施設／在宅間の利用者の移動に関するシミュレーション  

（3）マンパワーの必要量のシミュレーション  

（4）医療t介護サービスごとの単価のシミュレーション  

（5）医療・介護サービス費用のシミュレーション  

（附）財源構造についての粗いシミュレーション  

（附）途中年次（2015年）の財源構造についての粗いシミュレーション  

Ⅱ オプションシミュレーション  

（1）医療・介護の予防がシミュレーションB（改革シナリオ）に織り込んだ水準よりもさらに進んだ  

場合のシミュレーション  

（2）介護職員の人件費水準を一律に引き上げた場合のシミュレーション  

／このシミュレーシまン甜、人口ぱ各年す0月7β辟虔、刹居着や費用等ば年度をベースとL手格計を行っ丁いる。ノ  
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（1）医療・介護サービスの需要と供給（一日当たり利用者数等）のシミュレーション  

80万人／日   104万人／日  一般34万人／日   

亜急性期・回復期等  〔≡子芸会～呂〕  47万人／日   40万人／日   36万人／日   

（急性期小計）   （80万人／日）   （104万人／日）   （103万人／日）   （87万人／日）   （88万人／日）   

長期療養（医療療養）   22万人／日   36万人／日   21万人／日   23万人／日   23万人／日   

介護施設   84万人／日   169万人／日   146万人／日   149万人／日   149万人／日   

特養   42万人／日   85万人／日   76万人／日   78万人／日   78万人／日   

老健   42万人／日  83万人／日   70万人／日   72万人／日   72万人／日   

（老健＋介護療養）  

（入院・介護施設小計）   （’186万人／日）   （309万人／日）   （271万人／日）   （259万人／日）   （260万人／日）   

居住系   25万人／日   47万人／日   68万人／日   68万人／日   68万人／日   

特定施設   11万人／日   22万人／日   33万人／日   33万人／日   33万人／日   

グループホーム   13万人／日   25万人／日   35万人／日   35万人／日   35万人／日   

在宅介護   243万人／日   408万人／日   424万人／日   429万人／日   429万人／日   

うち小規模多機能   1～2万人／日程度   数万人／日程度   60万人／日   60万人／日   60万人／日   

（居住系・在宅介護小計   （268万人／日）   （454万人／日）   （492万人／日）   （497万人／日）   （497万人／日）   

うちGHりト規模多機能）  （14～15万人／日程度）  （25＋数万人／日程度）   （95万人／日）   （95万人／日）   （95万人／日）   

外来・在宅医療   582万人／日   634万人／日   631万人／日   644万人／日   643万人／日   

利用者総数（重複あり）   （1036万人／日）  （1397万人／日）  （1394方人／日）  （1400万人／日）  （1400万人／日）   

（参考）総人口   1億2，777万人   1憶1，927万人  8  



（附）医療／介護・施設／在宅間の利用者の移動に関するシミュレーション  

現状（2007年）  2．2千人程度  

2．0千人程度  

123～127千人程度  

12．6～12．9千人程度  

一般病床  
0・1千人程度  03～05  

131・5千人  …他の病院・  0．1千人程度  

病床数  一  

1030．7千床  0．4千人程度L  

入院患者数  0．2千人程度  
803．9千人  

「1  

千人程度  

特養  

1ケ月の退院患者数  定員数  

1188．0千人  3．3～3．6   1  

425．1千人  

平均在院日数   千人程良   定員数  
346．4千人  

入所者数  

203日  病床数  
入所者数  

417．9千人  

231．6干床  1．8～1．9  

入院患者数  3142千人  2．6～3．4  
1ケ月の退所者数  

215．4千人  介護療養病床  1ケ月の退所音数  9．2千人程度  
1ケ月の退院患者数  35．1千人程度  

41．9千人  
」三△彗寧  平均在所日数  

平均在所日数  
平均在院日数  268．7日  

←   1365．2日  ＿■    l  l                      1＼1       口                     千人程度                  1去藍≡宗法人 0・罠這度                                    ケ平均在院。数。。6．2。 士≡≡草  0．1～0．5   

王又  

1043．7千人 ち外来対．L 956．5千人 上記のほか 亡一不明 67．人  1095．4千人 上記のほか 生児・不明 34．0千人          24‘7 5－6人6肌千人程度〔常人程度 〔簡■9千程度   

家 庭（居住系を含む）  

＝二  ＝  
外来t訪問診療■居宅介護  

（資料）「患者調査」、「介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省）等  

（作成方法等）  

1．入院・入所者数や平均在院日数は、医療・介護サービスの需要と供給のシミュレーションの数値を使用（平均在院日数は調査結果より）。   
2．利用者の移動（入退院・入退所等）数については、「患者調査」及び「介護サービス施設・事業所調査」と、入退院・入退所等の数等が定常状態の場合における関係式   
（ある日において入院・入所している者の数＝ある日における入（退）院・入（退）所者数×平均在院・在所日数）とに基づき設定。なお、1月は30日として計算。   
3．調査によって各施設等に係る「入所前の場所」と「退所後の行き先」とが完全に一致しないこと等から、数値は一定の幅をもって表示している。  
また、特養と医療機関との間の移動については特養の退所者数を基に設定した。   



改革シナリオ（Blシナリオ）  
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特養  

定員数   
770千人   

入所者数   
760千人   

1月の   

退所者数  
21千人程度  

平均在所日数   
1095日  
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居住系  

（特定施設・   

GH）  

定員数   
690千人   

入所者数   
680千人   

1月の   

退所者数  
15千人程度  
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急性期病床  

病床数   
800千床  

入院患者数   
560千人  

1月の退院   

患者数 ：  
1400千人程度；  

平均在院日数：   

12日   

l  l   

亜急性期・  

回復期等病床  

病床数  
520千床   

入院患者数  
470千人   

1月の退院  

患者数  
188千人程度  

平均在院日数  
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老健  

定員数   
490千人   

入所者数   
450千人   

1月の   

退所者数  
50千人程度  

平均在所日数   
268．7日  

介護療養型老健  
定員数  
280千人  
入所者数  
250千人  
1月の退所音数  
24千人程度   

平均在所日数  
306．2日  

くラ  

＿＿＝＞＿  

病床機能  
分化によ  
る移動  
63千人   

程度  

長期療養  
病床数  
214千床   

入院患者数  
210千人  

1月の退院患者数   
4†千人程度   

平均在院日数  
154日  

－
－
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－
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外来1訪・居宅介護  
※ 2007年における数値を、入院・入所者数等の変化に応じて変化させ、さらに、改革シナリオに基づき平均在院日数等を変化させて設定。なお、特養については、入所時の要介護度上昇により平均在所日数   
が短くなり（3・74年程度→3年程度）その分入退所者数が増加すること、及び、老健等他の施設の機能強化に伴う家庭からの入所増加（退所者対比で6～7割程度）を仮定。また、居住系は、現行特養なみの   
平均居住期間を仮定し、（特養と同様）退所者対比で6～7割程度が家庭からの入居であるものと仮定。  10   



（2）医療・介護サービス責用のシミュレーション  

（経済前提Ⅱ－1の場合）  

8．6～ 8．9％程度   

（注1）年度ベースの数値である。  

（注2）「～」の左は、医療費の伸び率として要素の積み上げを用いた場合（ケース①）であり、右は賃金と物価の平均に1％を加えた   
ものを用いた場合（ケース②）である。  
（注3）GDP及びNIは、2007年：GDP＝522兆円，NI＝383兆円、2025年（経済前提Ⅱ－1の場合）：GDP＝787兆円，NZ＝578兆円である。  

11   




